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Ａ．研究目的 

平成 29～30年度に実施された「介護保険

施設等の状況把握を平時と有事にシームレ

スに可能とする ICT システムの開発に関す

る研究」（H29-長寿-一般-001）の研究成果と

して開発された介護保険施設等被災状況見

える化システム（試作品）の社会実装に向け

て、システムの課題検討及び対処を行うと

ともに、標準業務手順書（SOP）等のシステ

ムの運用に必要な関係資料を策定すること。 

 

Ｂ．研究方法 

④ 情報システムの課題検討：先行研究成

果として開発された介護保険施設等被

災状況見える化システム（試作品）のブ

ラッシュアップを、関係施策との整合

性にも留意しつつ推進した。関係施策

との整合性としては「災害発生時にお

ける社会福祉施設等の被災状況の把握

等について」（平成 29 年 2 月 20 日雇児

発 0220 第 2 号 社援発 0220 第 1 号 障 

発 0220 第 1 号 老 発 0220 第 1 号）と

の整合性に留意した情報システムのあ

り方を検討した。 

⑤ SOP開発：災害医療分野での先行知見を

参照にしつつ、情報システムの運用に

研究要旨: 平成 29～30年度に実施された「介護保険施設等の状況把握を平時と有事

にシームレスに可能とする ICT システムの開発に関する研究」（H29-長寿-一般-001）

の研究成果として開発された介護保険施設等被災状況見える化システム（試作品）の

社会実装に向けて、①システムの課題検討と対処、②標準業務手順書(SOP)の開発（標

準教育訓練資料を含む）、③システム仕様の策定を実施した。成果物として、介護保

険施設等被災状況全国共通報告様式（平成 31年事務連絡対応 FAX 報告様式）、同様式

報告に対応した電子システム、標準業務手順書（SOP）（自治体・関係団体用、オフサ

イトチーム用）、標準教育訓練資料、システム操作手順書（本部用、スマホアプリ報

告用、WEB 報告用）、介護保険施設等の被災状況把握を迅速化する情報システムのソ

フトウェア仕様を作成した。今後は、これらの成果物を関係訓練での検証等を通じて

継続的にブラッシュアップしていくことが重要である。 
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関する標準運用手順書（SOP）を作成し

た。 

⑥ 仕様の策定：システムの社会実装に向

けて、関係研究成果をシステム仕様書

として取りまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

システム整備に係る研究であり、倫理審

査を必要とする課題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

④ 情報システムの課題検討： 介護保険施

設等被災状況見える化システム（試作品）

は、ＦＡＸ紙運用と Android スマホアプ

リのみであったが、特にスマホアプリに

ついてはアプリのインストールの段階

でつまずくユーザーが少なくないこと

が判明した。このことから、WEB ブラウ

ザで入力可能な機能を追加することを

決定し、開発及びシステムへの機能追加

を実施した。また、収集された施設被災

情報を効果的に可視化する手法として

PC 画面で閲覧にとどめず、A4 一枚サイ

ズの被災状況のサマリを出力できる機

能を開発して、関係組織との情報共有を

効率化することとした。また、実効性あ

る支援調整を行うための具体的方策に

ついて検討した結果、実際の支援調整で

は実践経験の豊富さがその実行性に直

結することから、保健医療調整本部等で

活動する DMAT ロジスティクスチーム等

と連携して支援調整にあたることが適

当との結論に至った。支援実施後の評価

については、災害時は各施設の状況が

刻々と変化することから、まずは各施設

の状況を繰り返し情報を更新すること

で、最新状況を把握することが適当と結

論された。平時の運用等については、災

害専用システムは平時にアクセスされ

ず災害時にも運用が進まないという課

題があることから、既存の平時用システ

ムに災害時用機能を追加する等により、

することが適当と結論された。関係施策

との整合性として「災害発生時における

社会福祉施設等の被災状況の把握等に

ついて」（平成 29 年 2 月 20 日雇児発

0220 第 2 号 社援発 0220 第 1 号 障 発

0220第 1 号 老 発 0220第 1 号）に引き

続いて「災害発生時における社会福祉施

設等の被災状況の把握等について」（平

成 31 年 3 月 11 日 子発 0311 第１号 社

援発 0311 第８号 障発 0311 第７号 老

発 0311第７号）が発出されたことから、

平成 29 年の事務連絡に合わせて開発し

ていた「介護保険施設等被災状況の全国

共通報告様式」FAX 様式を平成 31 年事

務連絡に合わせて更新し、システムにも

反映した。 

⑤ SOP 開発： ①の検討成果を踏まえて、

システムの運用に関する標準運用手順

書（SOP）を作成した。SOP とともに標準

教育訓練資料を作成し、効率的・効果的

な教育訓練提供が可能なシステム設計

に留意した。 

⑥ 仕様の策定：関係研究成果をシステム仕

様書として取りまとめた。 

 

関係成果資料一覧 

1）介護保険施設等被災状況全国共通報告様

式 ver.20190801F（平成 31 年事務連絡対応

FAX 報告様式） 

2）介護保険施設等被災状況見える化システ

ム標準業務手順書（SOP） 
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⚫ 自治体・関係団体用 

⚫ オフサイトチーム用 

3） 介護保険施設等被災状況見える化

システム標準教育資料（訓練用 Webサイト、

パワーポイント） 

＊訓練用 Web サイト URL 

https://www.j-speed.org/kaigo/kunrenn 

4） 介護保険施設等被災状況見える化

システム操作手順書 

⚫ 本部用 

⚫ スマホアプリ報告用 

⚫ WEB報告用 

5） 介護保険施設等の被災状況把握を

迅速化する情報システムのソフトウェア仕

様 

 

Ｄ．考察 

 関係成果物について、「介護保険施設等被

災状況全国共通報告様式 ver.20190801F」は

平成 31 年事務連絡に対応させた。平成 29

年事務連絡の内容と比べて報告項目数が増

えたために、A4用紙１ページでは収まらず、

A4 両面２ページの構成となったものの、表

面には「全ての災害時に記載する項目」、裏

面には「災害の影響が 4 日以上、継続する

見込みがある場合のみ記載する項目」を掲

載することで、簡潔明瞭性を担保した。 

介護保険施設等被災状況見える化システ

ム標準業務手順書（SOP）については、自治

体・関係団体用と、データの管理に当たるオ

フサイトチーム用を策定した。いずれも実

災害時に所見でも利用できるように手順を

明確化すること、また特にオフサイトチー

ム用の SOP についてはインターネット上で

の利用を前提として文書中にリンクをはっ

て手順を追いやすくすることに配慮した。

SOP に合わせて標準教育訓練資料（訓練用

Web サイトと訓練で講師が利用するパワー

ポイント資料）を開発した。研修時間として

は６０分を想定したものとして、システム

の操作手順書はいずれも A４用紙１枚で印

刷可能なレイアウトとした。これらはいず

れも災害医療分野での先進知見を参考にし

つつ、研究開発されたものである。 

これらの成果物は、別の分担研究の通り、

内閣府主催令和元年度大規模地震時医療活

動訓練（9月 6～7 日）及び済生会関東ブロ

ック災害対応訓練（11月 23 日）で利用実績

に基づきブラッシュアップされるとともに、

知見を統合して、介護保険施設等の被災状

況把握を迅速化する情報システムのソフト

ウェア仕様書としてとりまとめられた。 

 

Ｅ．結論 

介護保険施設等被災状況見える化システ

ム（試作品）の社会実装に向けて、①システ

ムの課題検討と対処、②標準業務手順書

(SOP)の開発（標準教育訓練資料を含む）、③

システム仕様の策定を実施した。成果物と

して、介護保険施設等被災状況全国共通報

告様式（平成 31 年事務連絡対応 FAX 報告様

式）、標準業務手順書（SOP）（自治体・関係

団体用、オフサイトチーム用）、標準教育訓

練資料（WEBサイトとパワーポイント）、シ

ステム操作手順書（本部用、スマホアプリ報

告用、WEB 報告用）、介護保険施設等の被災

状況把握を迅速化する情報システムのソフ

トウェア仕様を作成した。今後は、これらの

成果物を関係訓練での検証等を通じて継続

的にブラッシュアップしていくことが重要

である。 
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Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1. 論文発表 

  なし 

 2. 学会発表 

- 久保達彦. 介護保険施設等の被災状

況把握を迅速化する情報体系の構築.

 日本災害医学会（2020年2月22日、神

戸市） 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

  なし 

 2. 実用新案登録 

  なし 

 3.その他 

 なし
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